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＜要約＞
女性は，世界中で，無償労働の大きな責任を担っている。無償労働には，明示的な貨幣
的報酬なしの，家事，また，家庭での，また，コミュニティ内でのケア（育児，介護，看
護）等が含まれる。無償労働は，人間の能力開発や福祉にとって不可欠なものである。し
かしながら，その時間制約のために，無償労働は，女性が男性と同じように労働市場に参
加することを難しくし，自己管理（self-care）や人的資本投資，人々との交流，政治的参
加，リラクセーションといった行動に割ける時間を少なくしてしまう。福祉やジェンダー
平等のためのその重要性にもかかわらず，無償労働は，慣例的な所得統計，労働力統計に
は計上されていない。政策形成の場においても，多くの場合，家事やケアは，当然のこと
として「女性の自然な義務」と見られてきた。
本稿で，筆者は，２００８年に中国ではじめて行なわれた大規模時間使用調査で得られたデ
ータを用いて，無償労働を詳細に検討し，有償労働，無償労働，非労働活動（自己管理お
よび余暇等）の３種類の行動への時間配分に関するジェンダー・パターンを明らかにした。
他の多くの国と同様に，中国でも，男性は，女性より有償労働に多くの時間を費やし，女
性は，男性より無償労働に多くの時間を費やす。有償労働と無償労働を合計すると，女性
の労働時間は，男性の労働時間よりはるかに長いことがわかる。
次に，筆者は，＜見かけ上無関係な回帰（seemingly unrelated regression, SUR）＞の手
法を用いて，有償労働，無償労働，非労働活動の間のトレード・オフ関係を推定した。そ
の結果から示されることは，本研究において検討対象とされた，生活上の出来事に伴う変
化，経済条件の変化のほとんどすべてが，合計労働時間の男女差を拡大し，男性と比較し
て，女性が自己管理や余暇のための時間を切り詰めることにつながるということである。
こうした発見から，中国社会では，男性と比べて，女性は，有償労働から無償労働へ，あ
るいは，その逆の労働シフトを行なうことはあまりないことが知られる。しかしながら，
女性の中にも多様性がある。教育水準が高いほど，高所得の家庭の出身であればあるほど，
賃金が高ければ高いほど，時間使用の自主性（time autonomy）がある。
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１．イントロダクション
女性は，世界中で，無償労働の大きな責任を担っている。無償労働には，明示的な貨幣的報酬の
ない，家事，また，家庭での，また，コミュニティ内でのケア（育児，介護，看護）が含まれる１）。
無償労働は，人間の能力開発や福祉にとって不可欠なものである。また，人的資本および社会的資
本へのその貢献を通じて，無償労働は，経済成長を生み出し，また，それを維持してゆくことにき
わめて重要な役割を果たしている（Folbre and Nelson２０００）。しかしながら，その時間制約のため
最後に，無償労働の貨幣評価を行なう５つの方法を適用した。用いる方法に応じて，無
償労働の貨幣評価額は，中国の公式 GDPに対する比率として，２５～３２％，対最終消費比
５２～６６％，第３次産業の総生産物に対する比では６３～８０％となる。そうした推計値は，一
国の経済的福祉に，無償労働が大きく貢献していることを示すものである。
本稿における分析が明らかにしたことは，中国の新市場経済における有償労働と無償労
働との緊張関係である。本稿の分析が示すように，有償労働にせよ，無償労働にせよ，一
国の福祉に不可欠なものであるが，改革後の中国政府では，有償労働の生産性を改善し，１
人あたり GDPの成長を最大化することを最優先の目標としてきた。家事・ケアサービス
の供給は，ほっておいてもどうにかなるとみなされたわけである。そのため，市場志向の
改革は，政府やその他の雇用主体がそれまでもっていた，女性の再生産役割をサポートし
たり保護したりする仕組みを徐々に損なってきた。また，仕事と家庭の両立をいっそう難
しくし，女性たちが直面する状況を悪化させた。改革後の発展戦略は，女性に対して公正
を欠いたものであり，また，長期的に見て持続可能なものでもない。したがって，よりジェ
ンダー公正な方法で，家事・ケアサービスの社会的に妥当性のある供給がなされることに
より，再生産経済に対してよりいっそうの政策的配慮をすることが求められる。
董 （暁）媛（Xiao-Yuan Dong）は，カナダ・ウィニペグ大学経済学部教授。安新莉（Xinli
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に，無償労働は，女性が男性と同じように労働市場に参加することを難しくし，自己管理や人的資
本投資，人々との交流，政治的参加，リラクセーションといった行動に割ける時間を少なくしてし
まう。このように，福祉やジェンダー平等のためのその重要性にもかかわらず，無償労働は，慣行
的な所得統計，労働力統計には計上されていない。政策形成の場においても，多くの場合，家事や
ケアは，当然のこととして「女性の自然な義務」と見られてきた（Benería２００３）。
フェミニスト学者たちは，慣例的な労働概念や経済福祉の概念に挑み，無償労働が経済統計に計
上（“count”）されるべきこと，経済の表章に取り入れられる（“account for”）べきこと，政策形成
のさいに考慮されるべき（“take into account”）ことを要求してきた（Elson２０００）。１９９５年の第４
回国連世界女性会議で採択された北京行動綱領では，「女性の労働の全容と一国経済へのその貢献
を，無報酬・家庭内部門を含めて認識し，可視化するための適切な統計的手段を開発すること」を
各国に促した（United Nations１９９６: ２５）。時間使用調査（TUS）は，無償労働とそれが他の人間
活動とどのように相互作用するかを分析するための類のない統計用具を提供している。しかしなが
ら，１９９０年代央まで，大規模 TUSのほとんどは，先進諸国で行なわれたものであった。TUSが発
展途上国でも活発に行なわれるようになったのは，１９９５年世界女性会議以後のことであった。中国
国家統計局（NBS）は，２００８年に，中国にとってはじめての大規模 TUSに着手した。
本稿では，この中国初の全国 TUSデータを用いて，無償労働の研究を行なう。以下では，まず，
有償労働，無償労働，非労働活動（身の回りの用事，訓練，余暇等）の３類型の行動に対する時間
使用のジェンダー・パターンを見る。次に，３種類の行動の間のトレード・オフ関係を見かけ上無
関係な回帰（SUR）手法を適用して推計する。最後に，無償労働の貨幣評価を行ない，それを一連
のマクロ経済指標と比較する。統計結果を示すまえに，２００８年中国時間使用調査（TUS）について
概説し，本稿で採用する時間使用行動分類について簡潔に述べる。
２．２００８年中国生活時間調査と行動分類
２００８年中国 TUSは，１０の省・直轄市（北京市および河北，黒竜江，江蘇，安徽，河南，広東，
四川，雲南，甘粛の９省）の１６，６６１世帯から，１５歳から７４歳までの３７，１４２人の個人を対象として実
施された。標本には，１９，６２１人の都市住民と１７，５２１人の農村住民，１８，２１５人の男性と１８，９２７人の女
性が含まれている。日記方式（time diary approach）が用いられ，回答者は，ウィーク・デー１日，
ウィーク・エンド１日について，２４時間を１０分きざみで，その１０分間に何をしていたか，を聞かれ
る。調査では，一次的行動についての情報とともに，同時に行なわれた二次的行動についての情報
が収集される。また，一次的行動がなされた場所，その一次的行動を開始した時点で誰がその場所
にいたか，さらに，その行動が移動を伴う場合，輸送（交通）手段はなにか，といった情報も収集
される。そうした情報は，標準行動リストにしたがってアフター・コーディングされる。調査票に
含まれる質問項目から，回答者の年齢，性別，民族，既婚・未婚の別，世帯主との関係，学歴，職
業，前月の収入（カテゴリー・データとして），家から職場や学校までの距離が知られる。回答者
１）本稿では，「アンペイド・ワーク」（無償労働と訳出する）の語は，SNAに基づいた GDPの計算から除外される
支払われない労働のことを指し，「ペイド・ワーク」（有償労働と訳出する）は，SNAの生産境界に含まれるすべ
ての活動のことを指す。したがって，本稿における「アンペイド・ワーク」の定義は，通常文献にあらわれる支
払われない労働より狭義である。実際，後者には，家業における支払われない労働，家族の消費のために，薪（た
きぎ）を集めてきたり，水を汲んできたりすることが含まれるが，本稿におけるアンペイド・ワークではない。
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の属性に関する要約統計を付録１の表 A１に示している。
国連統計部（UNSD）とユーロスタットによる国際標準行動分類を指針として２００８年中国 TUS
では，人間行動を１桁９カテゴリー，２桁６１カテゴリー，３桁１１３カテゴリーに分類している。１
桁分類に含まれる９つのカテゴリーは，以下の通りである。
・身の回りの用事と自己管理（０）
・賃金を得ての就業（１）
・第１次産業家計生産（２）
・製造業・建設業における家計ベースの生産（３）
・家計ベースのサービスのうち所得を生み出すもの（４）
・家計の自己消費のための家事（５）
・家計成員（こども，老人，病人，身体障害者）のケア，他の家計への助力，コミュニティ・ボラ
ンティア・サービス（６）
・教育と訓練（７）
・レクリエーション，余暇，社会的交流（８）
Budlender（２０１０）の接近方法にしたがって，われわれは，一次的行動として報告された行動に
焦点をあて，９つの行動カテゴリーを３つのカテゴリーに大別する。最初に，生産的行動を，概念
的に，Reid（１９３４）の第三者基準にしたがい，報酬を支払ってだれかにやってもらえるかどうかに
よって定義し，生産的（労働）活動と非生産的（非労働）活動とを区別する。この基準によっ
て，０，７，８の３つのカテゴリーに属する行動を（そうすることができないので）非生産的活動
（非労働活動と呼ぶ）とし，残余を生産的活動とする２）。次に，生産的活動を SNAの生産境界に含
まれる活動と含まれない活動とに分ける。SNA上，すべての財の生産が GDPの計算に含められる３）。
それは，その財が市場で販売されるかどうかということとは無関係である。しかし，サービスに関
しては，所得を生み出す目的でなされた場合に限り，GDPの計算に含められる。説明を明確にす
る目的から，「有償労働」の語は，SNA生産境界に含まれる行動カテゴリー１―４をさすものとし
て用い，「無償労働」は，カテゴリー５と６（家事，ケア，コミュニティ向けのボランティアサー
ビス）の行動をさす語として用いる４）。
３．時間使用のジェンダー・パターン
本節では，中国の男性，女性の時間使用の基本的なパターンを示す。表１は，労働力率，失業お
２）教育・訓練のカテゴリー７は，教育や訓練に投下された時間が将来より高い所得を得ることにつながるという
点では，カテゴリー０や８の非労働活動よりむしろ労働に似ている。
３）実は，家計内で生産されるすべての財が GDPの計算に含められているわけではない。たとえば，Smith（２００４）
は，母乳の例をあげている。実際，母乳は財であり，市場で売買の対象とすることができないわけではない。
４）Budlender（２０１０）は，SNA境界の外側にある生産活動を「無償ケア労働（unpaid care work）」と呼んでいる。
しかし，その中には，一部のボランティアサービスのように，ケアサービスではないものも含まれている。その
ために，われわれは，「無償ケア労働」ではなく，「無償労働」と呼ぶことにした。販売目的の家計ベース生産と
家計ベースサービス，すなわち，行動カテゴリー２，３，４をアンペイド・ワークとする文献も多いが，われわ
れは，そうした活動を有償労働とみなす。実際，個々の家計成員が金銭的報酬を直接受け取るわけではないにせ
よ，家計レベルで貨幣価値の受取が SNA上認識されているからである。
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表１ 中国の１５歳―７４歳の男性・女性の労働力率，失業率，有償労働時間分布
全 都市部 農村部
男 女 男 女 男 女
労働力率（％） ８１．６ ７０．７ ７３．４ ６０．４ ９０．４ ８２．６
年齢別（％）
１５―２４ ４３．２ ４６．１ ２９．１ ３５．２ ５５．７ ５６．２
２５―３４ ９５．２ ８９．４ ９４．１ ８８．４ ９６．７ ９１．１
３５―４４ ９５．８ ８９．４ ９４．１ ８８．４ ９６．７ ９１．１
４５―５４ ９３．８ ７２．９ ９０．５ ５８．５ ９７．３ ８８．３
６５―７４ ３６．８ ２３．８ ６．９ ５．６ ７８．８ ５６．４
失業率（％） ２．８ ４．３ ５．３ ８．５ ０．６ ０．７
有償労働時間分布
パートタイム
１―３４時間／週 １９．６ ３２．４ ２２．３ ２９．９ １７．３ ３４．６
フルタイム
３５―４８時間／週 ２７．６ ２９．８ ４２．７ ４３．４ １４．４ １８．３
オーバータイム
４９時間超／週 ５２．８ ３７．７ ３５．０ ２６．７ ６８．３ ４７．１
よび就業形態を示したものである。労働時間別就業形態は，パートタイム（週３５時間未満の労働），
標準フルタイム（週３５時間から４８時間），オーバータイム（週４８時間超）に分類されている。他の
多くの国と同様に，こういった労働力率，失業，労働時間別就業形態といった分野では，中国でも
ジェンダー較差が観察される。１５歳～７４歳の男性は。同じ年齢層の女性よりも，労働力率が高く，
（８１．６％対７０．７％），失業率が低く（２．８％対４．３％），パートタイム労働者の割合が低い（１９．６％対
３２．４％）。標本を農村部と都市部とに分けると男性，女性ともに，労働力率は都市部よりも農村部
が高く，失業率は，逆に，農村部が都市部より低い。女性の労働力率に関しては，（農村・都市の）
部門間較差（２２．２％）は，各部門内の男女間較差より大きい。都市部では，１３．７％ポイント，農村
部では，７．８％ポイント，女性の方が男性より労働力率が低い。このような女性労働力率の部門間
較差が顕著に観察されるのは，最若年層（１５～２４歳層）および４５歳以上の比較的高年齢層である。
それは，都市の若い女性は，農村の若い女性と比べて労働力人口に加わらずに，学校で勉学を続け
ていることが多いし，都市の女性は，農村の女性よりはるかに若い年齢で労働力人口から離れる傾
向が高い。
比較的高い年齢層における女性の労働力率の都市・農村間の較差は，中国において進行中の制度
的，経済的転換がジェンダー・バイアスをもつかたちで影響をもつことを示す指標となっている。
中央計画経済から市場経済への移行のために，中国の公的部門は，１９９０年代末に劇的な改革を経験
した。その改革の過程で，４０歳代後半，５０歳代の女性の多くは，レイオフされたり，早期退職に追
い込まれたりし，その多くは，労働市場への再参入に際して大きな困難に直面した（Appleton et al.
２００２，Ding et al.２００９）。また，経済的移行は，労働の移動可能性への国家のコントロールを少な
くしたため，農村部から都市部への人口移動の急激な増加を引き起こした。しかしながら，そうし
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表２ 中国の１５歳―７４歳の男性・女性の行動別平均時間（時間／週）
全 都市部 農村部
男 女 男 女 男 女
有償労働 ４２．０ ３０．７ ３３．０ ２５．０ ５１．７ ３７．３
無償労働 １０．６ ２７．３ １２．９ ２７．６ ８．１ ２６．９
非労働活動 １１５．２ １０９．８ １２１．８ １１５．２ １０８．０ １０３．６
無償労働
家事 ８．１ ２２．３ １０．０ ２２．５ ６．１ ２１．９
子どものケア １．３ ３．６ １．５ ３．２ １．０ ４．０
成人のケア ０．２ ０．２ ０．２ ０．３ ０．１ ０．１
ボランティア ０．４ ０．４ ０．３ ０．４ ０．５ ０．４
全労働時間中に占める無償労働時間の割合（％）
２０．２ ４７．１ ２８．１ ５２．４ １３．５ ４１．９
出所：２００８中国 TUS。
た農村から都市への人口移動のフローは，若年層，男性労働者に偏ったものであったため，農業生
産の女性化（feminization）をもたらした。表１に見られる，農村地域に住む比較的高齢層の女性
労働力率の高さはその帰結である（Chang et al.２０１１）。
表２は，有償労働，無償労働，非労働活動に費やす平均時間を示している。本表では，この３種
類の行動に費やす時間の合計は，１週間の合計時間である，１６８時間になる。中国では，他の国々
と同様に，男性は，女性より，有償労働に費やす時間が長く，女性は，男性より，無償労働に費や
す時間が長い。有償労働に関する男女の時間差は，１１．３時間であるが，無償労働に関しては，１６．７
時間である。有償労働，無償労働，非労働活動それぞれについての男女差は，都市部よりも農村部
で，より顕著に観察される。農村部，都市部あわせると，女性は，週あたりで非労働活動に費やす
時間が５．４時間，男性より少ない。無償労働を４つの構成要素（家事，こどものケア，成人のケア，
ボランティア労働）に分解すると，家事とこどものケアについて，女性が費やす時間は，男性より，
きわだって長いが，成人のケアとボランティア労働については，男女の費やす時間にそれほど差は
ない。
４．時間配分の決定
本節では，行動３類型間の時間配分の決定について検討する。本節における分析が取り組もうと
するのは，次のような問題群である。すなわち，まず，生活上の出来事に伴う変化や，家計の置か
れた経済状況の変化に対応して，有償労働，無償労働，および，非労働活動に費やされる時間を男
女がどのように調整するかという問題があるし，男性と女性とで，行動類型間の同等のトレード・
オフが可能なのかという問題がある。有償労働，無償労働，非労働活動という３つの行動類型間の
関係に関するジェンダー・パターンは，中国の男女が直面する仕事と家庭生活との衝突のありさま
を明らかにする。
Becker（１９６５）の時間配分理論は，男女が市場労働と家計生産の間でどのように時間を配分す
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るのかということについて，新古典派経済学の分析枠組みを提供する。この理論によると，男性は，
市場労働に特化し，女性は，家計生産に特化する。なぜならば，男性は，女性より市場賃金が高く，
女性は，男性より，家計生産で効率が高い（Becker１９８５，Gronau１９８６）。家族成員が互いに利他
的で，労働を嫌い，余暇を楽しいと思うならば，市場労働と家計生産において，男女が異なる役割
を演じているとしても，全労働時間（同じことであるが，非労働時間）の配分について，男女は，
平等であるべきである（Bittman and Wajcman２０００）。全労働時間について，男女の平等を実現す
るには，男性と女性とで，労働類型間の代替が同等に可能であるべきである。フェミニストたちは，
新古典派的解釈に挑戦し，男女の分業は，家事やケアに対する責任分担に関して存在する，深く根
差した社会的規範の帰結であると議論している（Folbre２００４）。この見解によれば，時間配分につ
いて，女性に開かれた選択肢は，男性のそれより限られている。そのため，有償労働に多くの時間
を配分する女性は，無償労働でなく余暇時間を犠牲にしてそうしているのであり，市場労働を家庭
内の労働に代替するという選択肢は，男性だけに開かれた可能性であるということになる。
労働と非労働活動との間のトレード・オフに関する経験的証拠は，諸説あり，判断が難しい。労
働力への女性の大量流入が，近年見られるが，それは，毎日の家事や育児・介護の男女間の責任分
担のより平等な方向への変化を伴うものではなかったとする研究がある（Hochschild１９８９）。そう
した研究によれば，有償労働への女性の参加は，二重の負担の強化，余暇の減少，福祉の低下につ
ながったとする５）。他方で，別の研究によれば，ほとんどすべての国で有償・無償労働の間の顕著
な男女差は残っているものの，全労働量で見た男女差は，１人当たり所得の増加とともに減少し，
高所得国の多くでは，男女間の全労働量の平等な分布が現実のものとなっている，とする（Burda
et al.２００７）。
こうした問題に関する研究の多くは，先進国に焦点をあてたものであり，途上国について，各種
行動間のトレード・オフを経験的に研究した事例は少ない。MacPhail and Dong（２００７）は，中国
の郷鎮企業（TVE）の労働者についてのデータを使って，男女の有償労働が彼らの家庭内（の家事・
ケア）労働に与える影響について研究した。彼らの研究が示した推計式によると，有償労働に費や
す時間の増加は，男性については，無償労働時間の減少を伴うが，女性については，無償労働時間
の減少をもたらさない。他方，有償労働の市場賃金の上昇は，男女の家庭内労働時間の減少につな
がる。また，同論文では，有償労働時間の変化が家庭内労働時間の変化に及ぼす影響は，家庭内労
働を有償労働とその他の一連の説明変数に対して回帰することによって，推計されている。連立方
程式バイアスの存在が考えられるため，操作変数法を用いられているが，操作変数法に関しては，
利用可能な操作変数の質が常に問題になる。
本稿では，有償労働，無償労働および非労働活動の相互依存関係を見かけ上無関係な回帰（SUR）
手法を使って検討する６）。SUR手法によって，有償労働，無償労働および非労働活動の３活動につ
いての推計を同時に行なうことができる。使用可能な全時間には制約があるので，その制約のもと
で，ひとつの活動に費やされる時間を他の活動に費やされる時間の変化によって埋め合わせられな
ければならない。この事実をとらえるために SURの方程式体系は，２つの制約条件のもとで推計
５）Elson（１９９５），Floro（１９９５），Koggel（２００３）。
６）本節で提示する実証分析は，Neuwirth（２００７）によって創始された方法によっている。Kimmel and Connelly（２００７）
は，時間配分の決定要因を分析するために，SURトービットモデルを用いているが，ここでは，Neuwirth（２００７）
に従い，SUR最小二乗法（OLS）による接近を用いる。実際，時間使用分野の専門家たちの示唆によると，時間
配分データを分析するためには，トービットよりも OLSが統計的に優れているという（Stewart２００９）。
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されることになる。まず，式の切片の合計は，１週間に含まれる全時間数，すなわち，１６８時間，
第２に，各々の説明変数の係数の合計は，ゼロであるという制約である。したがって，制約付きで
SUR法を用いることにより，連立方程式バイアスへの配慮を最小限にとどめながら，必要な推計
結果を得ることができる。
回帰モデルは，以下の通り。
Hji＝βj0＋βjγXi＋uji （１）



βj0＝１６８，すべての γ＝１，２，…，K について


βjγ＝０
ここで，j＝１，２，３は，それぞれ，有償労働，無償労働，および非労働活動をあらわす。i は，個
人をあらわす指標。γ は，説明変数の指標。H は，週あたりの労働時間，X は，説明変数のベクト
ル，β0は，切片，βγは，勾配係数，u は，誤差項。
X 中の説明変数には，性別，既婚・未婚の別，６歳以下の児童の有無，世帯規模，年齢とその
２乗項，教育年数，非稼得所得（対数），予測賃金率（対数），就業状態，省ダミーが含まれる。デ
ータセットには，１５歳未満と７５歳以上の家計構成員についての情報が含まれていないので，家計に
年少の児童がいることという変数は，調査票で知られる，当該行動を始めた時点で誰が一緒にいた
かという情報を用いて，次のように定義されている。すなわち，家計構成員がひとりでも６歳以下
の児童と一緒にいたと回答していれば，当該変数を１とし，他の場合には０とする７）。世帯規模（世
帯人数）は，１５歳～７４歳の家計構成員の数に年少児童の存在を示すダミー変数の値を足すことによっ
て定義される。１５歳未満の子どもが２人以上いるか，７５歳以上の成人が存在する場合，世帯の規模
を過小評価することになる。非稼得所得は，他の家計構成員の稼得所得のことを指す。１ヶ月当た
りの元であらわす。ただし，当該所得は，各々の所得階級の階級値で示される。予測賃金率は，時
間当たりの元であらわされ，付録２の表 A２で提示する賃金方程式の推計値によるものである８）。
表３は，式１に対応する SUR推計結果を都市部・農村部別に示したものである。同表で結果を
提示する回帰分析の主たる目的は，＜他の事情を一定として＞時間配分の男女格差を推計するとと
もに，都市，農村間の格差を検討することである。推計式の切片は，都市部ないし農村部の男性で，
未婚，年少児童なし，１５歳～２４歳，就業者で北京在住のひとが，ここで取り上げる連続変量（世帯
人数，教育，対数非稼得所得，対数賃金率）をゼロとして，当該行動（有償労働，無償労働，非労
働）に費やす，１週間当たりの平均時間を示す。都市部についての切片推計値と農村部についての
それとを比較することにより，都市部の男性は，同じ属性をもつ農村部の男性と比べ１週当たりで，
有償労働に費やす時間が５．１時間少なく，非労働活動に費やす時間が８．３時間多い。次に，本稿の中
心的関心事項である男女格差について検討すると，他の事情を一定として，都市部の女性は，都市
部の男性と比べて，１週当たりで１３．５時間多く無償労働をし，非労働時間は，１０．５時間少ない。農
村部でも，同様な男女差が存在する。すなわち，女性の有償労働は男性より１１．３時間短く，無償労
働については，１８．３時間長く，非労働時間については，７時間短い。こうした推計値は，おそらく
７）この定義により，家計構成員のうちひとりでも，平日あるいは週末に，年少の児童と一緒にいれば，当該家計
のすべての構成員は，「６歳以下の児童のいる家計に属する」とみなされることになる。
８）賃金率は，各所得階級の中点を１ヶ月当たりの有償労働時間でわることで得られる。賃金関数は，正の所得を
もつ男性，女性について別々に OLSによって推計されている。（変数）選択バイアスがありうるが，除外可能な変
数についての情報がないので，修正していない。
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社会的に支持されたジェンダー役割の問題として，女性の労働類型間代替能力あるいは代替性向は
男性より限られていることを示すものである。その結果，女性には，市場労働と社会的責任という
二重の負担がのしかかり，自己管理（セルフ・ケア，セルフ・メンテナンス）や余暇のために使う
ことのできる時間が男性より少なくなる。都市部，農村部とも，このジェンダー・パターンは定性
的には共通であるが，ギャップの規模には，顕著な差がある。有償労働，無償労働とも，都市部と
比較して，農村部の方が，ギャップが大きいが，非労働活動ではギャップが小さい。このような，
都市・農村の差には，有償労働の時間管理という点では，都市部より，農村部の方が柔軟であると
いう事実が一部反映されているかもしれない。また，生物学的欲求と社会的規範のため，身の回り
の用事・自己管理および余暇時間のための時間には，下限があることも事実である。したがって，
農村の女性がこれ以上非労働時間を削って，家庭での家事やケアに費やす時間を増やすことは不可
能であるところまできている。実際，切片およびジェンダー効果の都市・農村差を合計すると，男
女とも農村の労働者は，都市の労働者より労働時間が長く，農村女性は他のグループと比べて，最
も非労働時間が短いことに注目することができる。
他の推計値に目を転じると，都市，農村間の差は比較的小さいことがわかる。年齢効果に関して
いえば，得られた推計値は，都市，農村ともに，有償労働に費やされる時間が年齢とともに，逆 U
字型に推移し，非労働時間の年齢別分布は，U字型となる。一方，無償労働に費やされる時間は，
年齢とともに，おおよそ，単調に増加する。また，教育年数の増加は，有償・無償労働に費やされ
る時間を減らし，非労働活動に費やされる時間を増加させる。さらに，予想通りのことではあるが，
賃金率の変化と有償労働に費やされる時間との間には，正の相関があり，賃金率の変化と非労働時
間とには，負の相関がある。
表３ SUR推計結果 時間配分決定要因（都市部・農村部別）
都市部 農村部
有償労働 無償労働 非労働 有償労働 無償労働 非労働
定数項 ３６．１２７＊＊＊
１．１５５
－１．７３５＊
０．８７６
１３３．６０８＊＊＊
１．１２８
４１．１２７＊＊＊
１．６３６
１．３８１
１．０４９
１２５．３０２＊＊＊
１．３６３
女性 －３．０２２＊＊＊
０．３４０
１３．５５４＊＊＊
０．２５７
－１０．５３２＊＊＊
０．３３２
－１１．２５４＊＊＊
０．４８３
１８．３３４＊＊＊
０．３１０
－７．０８０＊＊＊
０．４０３
既婚 ０．８１２
０．４９４
４．４２９＊＊＊
０．３７５
－５．２４１＊＊＊
０．４８２
２．０４５＊＊
０．７４５
４．５４７＊＊＊
０．４７８
－６．５９１＊＊＊
０．６２１
児童０―６ －１．２９０＊＊＊
０．３３２
５．４０５＊＊＊
０．２５１
－４．１１５＊＊＊
０．３２４
－５．３８３＊＊＊
０．４１１
７．００９＊＊＊
０．２６４
－１．６２６＊＊＊
０．３４２
世帯人数 １．１３２＊＊＊
０．２１８
－１．６３３＊＊＊
０．１６５
０．５０１＊
０．２１３
０．２４７
０．２２０
－１．１７３＊＊＊
０．１４１
０．９２６＊＊＊
０．１８３
年齢２５―３４ ６．８２１＊＊＊
０．７５７
１１．０７８＊＊＊
０．５７４
－１７．８９９＊＊＊
０．７３９
４．０８０＊＊＊
１．０００
３．５２７＊＊＊
０．６４１
－８．６０７＊＊＊
０．８３３
年齢３５―４４ ５．４５０＊＊＊
０．８６０
１３．１８０＊＊＊
０．６５２
－１８．６３０＊＊＊
０．８４０
４．９３９＊＊＊
１．０７３
２．３８３＊＊＊
０．６８８
－７．３２２＊＊＊
０．８９４
年齢４５―５４ １．２７３
０．８５７
１３．５５６＊＊＊
０．６５０
－１４．８２８＊＊＊
０．８３７
３．７８１＊＊＊
１．０５５
３．３６７＊＊＊
０．６７７
－７．１４８＊＊＊
０．８７９
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年齢５５―６４ －５．９８２＊＊＊
０．８２９
１６．４９１＊＊＊
０．６２８
－１０．５０９
０．８０９
１．０４６
０．９５１
５．６１３＊＊＊
０．６１０
－６．６５９＊＊＊
０．７９３
年齢６５―７４ －８．６７４＊＊＊
０．８０２
１４．５０９＊＊＊
０．６０８
－５．８３５
０．７８２
－４．８２１＊＊＊
１．１３１
６．１０４＊＊＊
０．７２６
－１．２８４
０．９４３
教育年数 －０．８５８＊＊＊
０．１１５
－０．３０２＊＊＊
０．０８７
１．１６１＊＊＊
０．１１２
－０．７２３＊＊＊
０．０８５
－０．１９４＊＊＊
０．０５５
０．９１８＊＊＊
０．０７１
log非稼得所得 －０．３４０＊＊＊
０．０５１
０．１４０＊＊＊
０．０３８
０．１９９＊＊＊
０．０４９
０．１８９＊＊
０．０６６
０．０００５
０．０４２
－０．１９４＊＊＊
０．０５５
log賃金率 ６．１３３＊＊＊
０．８２３
０．８２０
０．６２４
－６．９５４＊＊＊
０．８０３
８．４９４＊＊＊
１．２３５
１．３４８
０．７９２
－９．８４４＊＊＊
１．０２９
失業 －２７．９０１＊＊＊
０．６３７
１２．２２７＊＊＊
０．４８３
１５．６７４＊＊＊
０．６２１
－２９．２３７＊＊＊
２．３４５
４．１８２＊＊
１．５０４
２５．０５４＊＊＊
１．９５５
非活動 －２４．８９９＊＊＊
０．３７０
８．０９０＊＊＊
０．２８０
１６．８０９＊＊＊
０．３６１
－２６．４９６＊＊＊
０．５７７
４．２１５＊＊＊
０．３７０
２２．２８０＊＊＊
０．４８１
河北 ２．０６６＊＊＊
０．６２３
０．４５６
０．４７２
－２．５２２＊＊＊
０．６０８
４．５２８＊＊＊
０．９７８
１．５２８＊
０．６２７
－６．０５７＊＊＊
０．８１５
黒竜江 ３．８２２＊＊＊
０．７３１
０．６６２
０．５５４
－４．４８５＊＊＊
０．７１４
８．３４５＊＊＊
１．２２３
０．７７８
０．７８５
－９．１２３＊＊＊
１．０２０
江蘇 －０．５６７
０．６０９
－１．６３７＊＊＊
０．４６２
２．２０４＊＊＊
０．５９５
５．６９９＊＊＊
０．８７２
－２．０４３＊＊＊
０．５６０
－３．６５６＊＊＊
０．７２７
安徽 ２．８６３＊＊＊
０．６４６
１．６９１＊＊＊
０．４９０
－４．５５４＊＊＊
０．６３０
４．０３２＊＊＊
０．９１６
２．５７４＊＊＊
０．５８７
－６．６０７＊＊＊
０．７６３
河南 ２．１０３＊＊＊
０．５９３
－０．７３７
０．４４９
－１．３６５＊
０．５７９
３．０６２＊＊
０．９９５
２．４６４＊＊＊
０．６３９
－５．５２７＊＊＊
００．８３０
広東 －０．１２３
０．５５６
－２．２７０＊＊＊
０．４２１
２．３９２＊＊＊
０．５４３
２．５２７＊＊
０．９３２
０．３９６
０．５９８
－２．９２２＊＊＊
０．７７７
四川 ２．５３４＊
１．０４５
－０．１３４
０．７９２
－２．４００＊
１．０２０
１３．６４１＊＊＊
１．１７７
－１．３７６
０．７５５
－１２．２６９
０．９８１
雲南 ３．６７５＊＊＊
０．７５７
－０．７８６
０．５７３
－２．８８９＊＊＊
０．７３８
１６．５５５＊＊＊
１．２３３
－２．１３８＊＊
０．７９１
－１４．４１９＊＊＊
１．０２８
甘粛 ２．１１４＊＊
０．８１５
０．７７１
０．６１８
－２．８８５＊＊＊
０．７９６
７．６３６＊＊＊
１．１８２
１．７９７＊
０．７５８
－９．４３３＊＊＊
０．８９５
R２ ０．４５３ ０．３６８ ０．４００ ０．２８４ ０．３４０ ０．３０６
χ２ １６２７８．８ １１４２６．６ １３２２１．７ ６９６４．１ ９０１５．８ ７８２２．７
p値 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
N １９，６２１ １７，５２１
ノート：係数の下に示した数字は，標準誤差である。＊＊＊，＊＊，＊は，１％，５％，１０％の有意水準を示す。表側に
あらわれないグループは，未婚，男性，年齢１５～２４歳，就業，６歳以下の子どもはなく，北京在住のひとからなる。
表４は，式１に対応する SUR推計結果を女性・男性別に示したものである９）。同表で結果を提示
９）われわれは，性別を特定した SUR方程式をも推計しており，農村部と都市部とでジェンダー・パターンには，
大きな差は認められないことが見いだされている。表章を簡素化するため，ここでは，農村部標本と都市部標本
とをあわせた，性別推計値のみを報告している。
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する回帰分析の主たる目的は，外生的変化に対する反応の男女の違いを研究することである。推計
式の切片は，当該性別に関して，未婚，年少児童なし，１５歳～２４歳，就業者で北京在住１０）のひとが，
ここで取り上げる連続変量（世帯人数，教育，対数非稼得所得，対数賃金率）をゼロとして，当該
行動（有償労働，無償労働，非労働）に費やす，１週間当たりの平均時間を示す。推計結果によれ
ば，上記の特性をもった農村部の女性は，有償労働に１週当たりで３６．７時間費やし，無償労働に１０．０
時間費やし，非労働活動に１２１．７時間費やす。一方，農村部の男性では，有償労働，無償労働，非
労働活動にそれぞれ，５０．２時間，１．８時間，１１５．９時間費やすことがわかる。都市部ダミーの係数推
計値によって示される通り，他の事情を一定とすれば，農村部より都市部の方が，有償労働，無償
労働における男女差が小さく，非労働活動における男女差は，都市部が農村部より大きい。結婚効
果に関しては，結婚が女性の有償労働時間を減少させ，男性の有償労働を増加させることが知られ
る。同時に，結婚は，男女の無償労働を増加させるが，その増加幅は，女性の方がはるかに大きい。
全体として，結婚は，女性の合計労働時間を男性のそれより大きく増加させ，その結果，女性の非
労働時間を大きく減少させる。年少の子どもの存在は，男女の有償労働時間を減少させるが，ここ
でも，女性の非労働時間の，より大きな減少をもたらす。世帯規模（家計構成員の人数）が大きい
ことは，男女の無償労働時間を減少させ，非労働時間を増加させる。しかし，その効果は，女性よ
り男性に，強く働く。年齢効果に関しては，男女とも，生涯のはじめとおわりの時期に，男女とも
非労働時間に費やす時間が増加し，その中間では，有償労働に費やす時間が増す。また，年齢の上
昇とともに単調に無償労働時間は増加する。非労働時間との関係に関しては，女性の２５歳以上の各
年齢層では，男性の対応する年齢層と比べて３～４時間ほど１週当たりで非労働時間に費やす時間
が少ないように見える。
表４ SUR推計結果 時間配分決定要因（男女別）
女性 男性 非労働時
間の女性
―男性差有償労働 無償労働 非労働 有償労働 無償労働 非労働
定数項 ３６．７４３＊＊＊
１．１７７
９．９８６＊＊＊
０．９１５
１２１．２７０＊＊＊
１．０３４
５０．２４４＊＊＊
１．２２２
１．８３０＊＊
０．６９７
１１５．９２５＊＊＊
１．１１６
５．３４５
都市 －９．４４７＊＊＊
０．５８２
０．９９５＊
０．４５２
８．４５３＊＊＊
０．５１１
－１４．１４３＊＊＊
０．５９３
３．０９２＊＊＊
０．３３８
１１．０５２＊＊＊
０．５４２
－２．５９９
既婚 －１．９０２＊＊＊
０．５７５
９．０５０＊＊＊
０．４４７
－７．１４８＊＊＊
０．５０５
３．８８６＊＊＊
０．６４５
１．０６６＊＊
０．３６８
－４．９５２＊＊＊
０．５８９
－２．１９５
児童０―６ －５．３８２＊＊＊
０．３６５
９．２５２＊＊＊
０．２８４
－３．８７０＊＊＊
０．２８４
－１．０５７＊＊
０．３７７
３．３０８＊＊＊
０．２１５
－２．２５１＊＊＊
０．３４４
－１．６１９
世帯人数 ０．３００
０．２０６
－０．７７８＊＊＊
０．１６０
０．４７７＊＊
０．１８１
０．３９０
０．２１１
－１．３５３＊＊＊
０．１２０
０．９６４＊＊＊
０．１９３
－０．４８７
年齢２５―３４ ５．２０３＊＊＊
０．８２２
９．０５７＊＊＊
０．６３８
－１４．２６０＊＊＊
０．７２２
６．５７５＊＊＊
０．８９０
４．５００＊＊＊
０．５０８
－１１．０７５＊＊＊
０．８１３
－３．１８５
年齢３５―４４ ４．９２３＊＊＊
０．８６８
１０．４１１＊＊＊
０．６７５
－１５．３３３＊＊＊
０．７６３
５．１３９＊＊＊
０．９９１
５．７７７＊＊＊
０．５６５
－１０．９１６＊＊＊
０．９０６
－４．４１７
１０）北京直轄市の中にも，多くの農村部の郡がある。
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年齢４５―５４ １．５０６
０．８６０
１１．８８３＊＊＊
０．６６９
－１３．３８９＊＊＊
０．７５６
３．１７２＊＊
０．９８２
５．７６５＊＊＊
０．５６０
－８．９３７＊＊＊
０．８９７
－４．４５２
年齢５５―６４ －３．２０８＊＊＊
０．８３６
１４．２７６＊＊＊
０．６５０
－１１．０６７＊＊＊
０．７３５
－２．０１５＊
０．９２６
８．９６６＊＊＊
０．５２８
－６．９５１＊＊＊
０．８４６
－４．１１６
年齢６５―７４ －４．８８５＊＊＊
０．９２８
１１．２５６＊＊＊
０．７２１
－６．３７１＊＊＊
０．８１６
－９．１１８＊＊＊
０．９５５
１０．７０８＊＊＊
０．５４４
－１．５９０
０．８７２
－４．７８１
教育年数 －０．７３３＊＊＊
０．０７９
－０．１２９＊
０．０６１
０．８６２＊＊＊
０．０６９
－１．０７１＊＊＊
０．１１２
０．０３８
０．０６４
１．０３３＊＊＊
０．１０２
－０．１７１
log非稼得
所得
０．０８８
０．０６１
－０．１３７＊＊
０．０４８
０．０４９
０．０５４
－０．０７４
０．０５５
０．０５８
０．０３１
０．０１７
０．０５０
－０．０３２
log賃金率 ８．３３１＊＊＊
０．７９０
－１．２１８＊
０．６２４
－７．１１３＊＊＊
０．６９４
５．３３０＊＊＊
０．８９４
０．６９１
０．５１０
－６．０２２＊＊＊
０．８１７
－１．０９１
失業 －２７．８５９＊＊＊
０．９０１
１３．４７４＊＊＊
０．７００
１４．３８５＊＊＊
０．７９２
－２８．２４０＊＊＊
１．０４２
７．４０５＊＊＊
０．５９４
２０．８３５＊＊＊
０．９５２
－６．４５０
非活動 －２５．００６＊＊＊
０．４０４
７．６９２＊＊＊
０．３１４
１７．３１５＊＊＊
０．３５５
－２７．１１７＊＊＊
０．４９６
４．０１３＊＊＊
０．２８３
２３．１０４＊＊＊
０．４５３
－５．７８９
河北 ３．１６３＊＊＊
０．７３５
０．５８３
０．５７１
－３．７４６＊＊＊
０．６４６
２．９３８＊＊＊
０．７４３
０．５７３
０．４２４
－３．５１１＊＊＊
０．６７９
―
黒竜江 ５．５８９＊＊＊
０．８５７
１．０６８
０．６６６
－６．６５７＊＊＊
０．７５３
５．６５０＊＊＊
０．８８３
－０．４８４
０．５０３
－５．１６６＊＊＊
０．８０７
―
江蘇 ３．７１８＊＊＊
０．７１７
－２．１２３＊＊＊
０．５５７
－１．５９５＊
０．６３０
１．３５７
０．７２２
－１．３３１＊＊
０．４１２
－０．０２６
０．６６０
―
安徽 ２．１１１＊＊
０．７２０
２．４０３＊＊＊
０．５６０
－４．５１４＊＊＊
０．６３３
３．５６９＊＊＊
０．７３０
０．９６１＊
０．４１６
－４．５３０＊＊＊
０．６６７
―
河南 ２．９２８＊＊＊
０．７１９
－０．０８３
０．５５９
－２．８４６＊＊＊
０．６３２
５．６５０＊＊＊
０．８８３
－０．４８４
０．５０３
２．８１１＊＊＊
０．６６７
―
広東 ３．３１６＊＊＊
０．７０８
－１．３２７＊
０．５５０
－１．９８９＊＊
０．６２２
－０．９３２
０．７１０
－０．９９４＊
０．４０５
１．９２６＊＊
０．６４８
―
四川 １２．８３７＊＊＊
０．９６６
－３．５８２＊＊＊
０．７５１
－９．２５６＊＊＊
０．８４９
６．０２２＊＊＊
０．９９２
－０．５７８
０．５６５
－５．４４７＊＊＊
０．９０６
―
雲南 １１．２６２＊＊＊
０．８７１
－４．２９７＊＊＊
０．６７７
－６．９６６＊＊＊
０．７６６
６．１１６＊＊＊
０．８８４
１．０２０＊
０．５０４
－７．１３８＊＊＊
０．８０７
―
甘粛 ５．９３４＊＊＊
０．８７６
－０．４９１
０．６８１
５．４４３＊＊
０．７７０
２．１３６＊
０．９０４
２．４２３＊＊＊
０．５１５
－４．５５９＊＊＊
０．８２５
―
R２ ０．３６８ ０．２２０ ０．３８２ ０．４０９ ０．１３３ ０．３９４
χ２ １１，０４３．４ ５，３３５．９ １１，７８０．５ １２，６２２．９ ２，７９２．８ １１，９９９．５
p値 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
N １８，９２７ １８，２１５
ノート：係数の下に示した数字は，標準誤差である。＊＊＊，＊＊，＊は，１％，５％，１０％の有意水準を示す。表側に
あらわれないグループは，未婚，農村部在住，年齢１５～２４歳，就業，６歳以下の子どもはなく，北京在住のひとか
らなる。最右列は，非労働時間の女性―男性の差をあらわすが，地域効果の行は，空欄である。
次に，人的資本とその他の経済変数を見る。われわれの推計結果によれば，教育は，女性が有償，
無償の労働時間に費やす時間にマイナスの効果をもち，非労働時間には，プラスの効果をもつ。一
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方，男性については，教育は，有償労働に費やされる時間にマイナスの効果をもち，非労働時間に
プラスの効果をもつが，無償労働には影響はない。また，非稼得所得は，女性の無償労働時間にマ
イナスの影響をもつが，男性の無償労働時間には影響はない。さらに，予想通りのことではあるが，
男女ともに，賃金率は，有償労働時間と正の相関があり，非労働時間とは負の相関がある。しかし，
高い賃金率は，女性の無償労働時間の減少を伴うが，男性の無償労働には，影響がない。こうした
推計結果が示唆することは，教育水準が高い女性は，高所得の家庭出身であるか，自分自身の所得
が高く，そうした女性は，家事・ケア労働の負担を減らし，より多くの時間使用の自主性を享受す
るということである。最後に，失業や経済的非活動状態への変化といった生活上の出来事は，男女
いずれについても，無償労働と非労働活動に費やす時間を増加させる。しかしながら，そうした生
活上の出来事は，男女とも，ほぼ同じだけ，有償労働時間を減少させるが，失業状態，あるいは，
経済的非活動状態にある女性は，同じ条件の男性と比べて，無償労働をより多く引き受け，そのた
め，週当たりで非労働活動時間を５～６時間少なくする。
以上に議論したように，本稿の推計結果から知られることは，本研究で考察されている生活上の
出来事に伴う変化，経済状況に伴う変化のほとんどすべてについて，合計労働時間に関する女性－
男性差を拡げ，女性が身の回りの用事を含む自己管理と余暇のために使える時間を男性のそれと比
べて少なくするという，際だって一貫して観察されるジェンダー・パターンがあるということであ
る（表４の最右列を見よ）。この事実が示唆することは，中国社会では，女性が有償労働と無償労
働とを置き換える傾向は，男性と比べて小さいということである。
５．無償労働の貨幣評価額
本節の目的は，無償労働に貨幣評価額を割り当て，一連のマクロ経済指標とそれを比較すること
である。こうする理由は，主として，２つある。第一に，無償労働は，富を生み出し，一国の厚生
に大きく貢献する。しかしながら，そうした無償労働の厚生への貢献は，慣習的な GDPの計算で，
認識されることはない。GDPの計算に無償労働の貨幣価値額が含まれていないことは，一国の厚
生の過小評価をもたらす。逆に，伝統的に無償労働としてなされてきた家事サービスが市場で供給
されるようになると，経済成長が過大評価されることになる。第二に，女性が無償労働の圧倒的多
くを担っているという現状を前提とすると，無償労働を GDPから除外することは，女性の社会へ
の貢献を過小評価することにつながる。その結果として，市場部門によって生み出された所得に対
して，女性がもつ正当な取り分についての権利は，しばしば不当に低く認識されている。政策形成
の場においても，女性が家族に対する責任を無償で負っているという事実から生じるニーズに対す
る認識の普遍的欠如が見られる。したがって，無償労働を明示的に貨幣評価することは，女性の貢
献に対する公衆のアウェアネスを高めるのに役立ち，女性のニーズに対して社会全体がサポートし
てゆかなければならないということへの認識をいっそう促すことにつながるに違いない（Bud-
lender２０１０）。
先進国では，無償労働の貨幣評価は，ごく普通の統計上の営みとなっているが，途上国では，同
種の作業は，まだ，緒に就いたばかりである。以下，本稿では，中国初の無償労働の貨幣評価額の
推計結果を示す。
董 （暁）媛・安新莉著『無償労働のジェンダー・パターンと貨幣評価―中国初の大規模時間使用調査の結果から―』
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無償労働の評価方法
無償労働の評価額は，アウトプット方式かインプット方式で決定される。アウトプット方式の背
後にある考え方は，無償労働によって生産された産出について，その産出量に市場で生産される同
種のサービスiの価格を乗じることにより，評価額を得るというものである。この方法に基づいて
無償労働の貨幣評価を実施するのには，無償労働によって供給される各々のサービスについて，市
場価格が見いだされることと，供給され，消費されるサービスの数量に関するデータが得られるこ
とという２つの条件が必要になる。アウトプット方式に伴う，このようなデータ要件は，特に途上
国の場合，この方法を採用するうえで，大きな制約になる（Charmes and Unni２００４）。
インプット方式では，無償労働によって生産された産出の評価額を労働投入だけに注目して計算
する。インプット法では，様々な活動に費やされた時間に，その活動に対応する賃金を乗じること
により，無償労働の評価額が計算される。インプット方式には，機会費用法と代替費用法とがある。
機会費用法は，無償労働を，当該無償労働を実行するひとが，仮に無償労働でなく有償労働を実行
するとしたら，労働市場で得られたであろう所得によって評価する方法である。就業者である個人ii
については，無償労働の機会費用は，そのひとが得る市場賃金率（時間当たり稼得）に等しい。非
就業者である個人については，その「潜在賃金」（すなわち，同一の市場特性をもつ就業者の平均
賃金率）あるいは「留保賃金」（すなわち，同一の市場特性をもつ典型的個人にとって有償労働に
割り当てる単位時間と無償労働に割り当てる単位時間とを無差別とする賃金率）のいずれかでその
機会費用が推計される（Sousa-Poza et al.２００１）。こうした機会費用法のひとつの欠点は，その市
場生産性がより高い個人の家庭での労働により高い評価を与えてしまうということである。この不
一致をできる限り解消するひとつの方法は，それを実行する特定個人の実際の賃金ないし予測され
た賃金を使って無償労働を評価するのではなく，すべての個人を一律に，その平均賃金でそれを評
価すること（あるいは，男女別にそうすること）である（Sousa-Poza et al.１９９９，Budlender２０１０）。
代替費用法は，無償労働の評価額を，それを実行するためにひとを雇うとしたらいくらかかるか
ということを計算することによって得る方法である。この方法は，さらに，ジェネラリスト法とス
ペシャリスト法とにわけられる。ジェネラリスト法の場合，無償労働の評価にハウスキーパーの賃
金を用いるが，スペシャリスト法では，各々の活動に費やされた時間を測定し，それに，（料理人，
植木屋，経理担当者といったような）スペシャリストに適用される賃金率をかけあわせて，非市場
活動に費やされた時間を評価する。代替費用法のひとつの問題点は，市場で得られる代替労働の質
と生産性が無償労働を実際に実行するひとの労働の質と生産性と異なるかもしれないということで
ある。まず，市場で得られる代替労働は，特別の訓練を積んでいるため，生産性が高いかもしれな
い。また，市場代替法は，無償労働に含まれる「個人的・感情的ケア」（たとえば，自分の子ども
に対するケア）の価値を捉えることができず，その過小評価をもたらす（Folbre and Nelson２０００）。
代替費用法のうち，ジェネラリスト法がもつ，もうひとつの問題点は，（有償の）家事労働者の平
均稼得は，他の大部分の職業の賃金より傾向的に低く，それがさらに下方バイアスをもつというこ
とである。しかしながら，代替費用法ジェネラリスト法のもつ，こうした欠陥にもかかわらす，そ
のデータ要求量が低く，結果の一貫性が高いことは，インプット方式の他の方法と比べ，この方法
が一般に好まれる理由となっている（Varjonen et al.１９９９）。
途上国経済の二重性と市場の限定性のために，途上国で無償労働の貨幣評価を実施することは難
しい。典型的には自営農場で働き，そのため，賃金を得ることのない，農村の労働者に対して，機
会費用を推計するのは困難である。また，農村地域では，家事サービスに対する市場が未発達だっ
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たり，あるいは，まったくなかったりするので，無償労働の代替費用が何を意味するのかさえ，明
らかでない。
本研究で用いられたアプローチ
本研究では，アウトプット方式ではなく，インプット方式を適用する。それは，アウトプット方
式の実施のために必要となるデータが入手できなかったからである。しかし，インプット・ベース
の方法にも，それぞれ短所があることは以上に見た通りなので，以下では，無償労働の貨幣評価額
を計算する５つの方法を採用し，結果を比較する。また，無償の対人直接ケア（児童，高齢者，病
人，身体障害者）の評価額を無償労働全体の評価額とは切り離して計算した。５つの方法のうち，
最初の方法は，機会費用法である。計算方法は付録３の表 A３と表 A４に示される１１）。２００８年中国
TUSから得られた情報を用い，われわれは，まず，各々の所得階級の中点（階級値）を１ヶ月当
たりの有償労働時間でわることにより，時間当たり稼得を計算した。次に，性別―教育水準階級別
の平均稼得を，稼得が正であり，なおかつ，有償労働時間が正であると報告したひとの現実データ
を使って計算する。稼得が０であり，有償労働が０であると報告したひとについては，予測稼得が
計算される。予測稼得の計算は，性別を特定した稼得回帰式を使った推計による。その回帰式では，
（５つの）教育水準，潜在経験年数iiiとその２乗，都市ダミー，省ダミーが説明変数とされる。稼
得回帰式は，付録２の表 A２に示されている。次に，性別を特定した平均機会費用と１日当たりの
平均無償労働時間を計算する。その際のウェイトは，標本に含まれる個人を男女別，５教育水準階
級別にした分布による。１日１人当たり無償労働時間を３６５倍し，１５歳から７４歳までの男女別人口１２）
をさらに掛け合わせることによって，男女別の無償労働の評価額の集計値を得ることができる。こ
のようにして得られた機会費用法による無償労働の貨幣評価額は，９兆２８０億元，無償の対人直接
ケアは，１兆７，９９０億元であった。
次に，２通りの一律平均稼得法（economy-wide mean earnings method）を用いて，無償労働を
評価する。付録３の表 A５および表 A６にその手順を示す。まず，第１の方法は，標本中の，稼得
が正であり，有償労働時間も正であると回答したひとを男女別にして，それぞれの平均稼得を計算
し，それを使って，無償労働の評価額を推計するというものである。（本稿における）機会費用法
は，就業者だけでなく，非就業者をも考慮する（別々の機会費用を計算する）ものであり，後者は，
典型的には，相対的に，教育水準が低く，市場における就業の経験が少ない傾向があるので，一律
平均稼得法は，機会費用法より単位当たり評価額が高くなると予想できる。第２の方法は，第１の
方法における稼得データを別ソース，すなわち，『中国労働統計年鑑２００９』（National Bureau of Sta-
tistics of China２００９b）のデータを用いることによって補完するものである。さらに，男女別を都
市・農村別に替えた，都市・農村別平均稼得法によって，都市と農村との間の経済的格差を捉えよ
うとする１３）。このような２通りの一律平均稼得法で計算される無償労働と無償ケア労働の評価額は，
一般に，かなり似通ったものとなる（男女別一律評価では，９兆８９４０億元と１兆９６６０億元，都市・
農村別一律評価では，９兆８７００億元と１兆９５６０億元）。こうした推計値が，機会費用法の推計値（９
兆２８０億元と１兆７９９０億元）と比べて高いことは予想通りである。
１１）計算方法は，Budlender and Brathaug（２００２）で説明されている。
１２）人口についての情報は，『中国統計年鑑２００９』による。
１３）男女別稼得に関する情報は，『中国労働統計年鑑２００９』にない。
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最後に，代替費用法の２つのヴァリアントを取り上げる。その計算過程は，表 A７および表 A８
に掲げた。われわれは，まず，『中国労働統計年鑑２００９』から，都市の家庭内サービス関係の平均
稼得を使って，無償労働の評価を行なう。この方法では，無償労働全体の評価額は，９兆５９９０億元，
無償ケア労働の評価額は，１兆８９８０億元であった。先進国についての研究によれば，機会費用法に
よって得られる無償労働評価額は，一般的に，ジェネラリスト賃金を用いた代替費用法によって得
られる無償労働評価額より高い。なぜならば，機会費用法では，すべての職業の賃金が計算に使わ
れるのに対して，代替費用法では，（有償の）家事労働者の賃金しか計算に使われず，そうした家
事労働者の賃金は，一般に低いからである。しかし，われわれの研究では，このような典型的パタ
ーンは，あてはまらず，代替費用法の方が，機会費用法より高い推計結果をもたらした。それは，
おそらく，都市の家事労働者の平均稼得は，その稼得が大幅に低い農村部の労働者にとって適切な
代替費用とはならないからであろう。そこで，われわれは，都市・農村の稼得格差を考慮に入れる
ために，２００８年中国家計所得プロジェクト（CHIP）のデータを用いて，都市・農村別に，家庭内
サービス部門の平均稼得を計算した。具体的には，家庭内サービス部門の都市労働者の平均時間当
たり稼得データを使って，都市住民にとっての代替費用を計測する一方，同部門の出稼ぎ労働者の
平均稼得データを農村住民にとっての代替費用を計測することにした。実際，２００８CHIPから計算
した都市労働者の平均稼得は，時間当たり９．３元であり，『中国統計年鑑２００９』から計算したものと
ほとんど変わらないが，出稼ぎ労働者の平均稼得は，はるかに低い（時間当たり５．６元に過ぎない）１４）。
２通りの代替費用法のうち，２番目の方法による場合の方が，より低い推計値をもたらす（無償労
働，７兆７０５０億元，無償ケア労働，１兆５２２０億元）。この推計値は，無償労働および無償ケア労働
の評価額の下限であるとみなすことができる。
マクロ経済指標との比較
表５は，５つの評価方法による，無償労働と無償ケア労働の貨幣評価額を示し，いくつかのマク
ロ経済指標との比較を行なったものである。とくに，無償労働の評価額を中国の GDP，最終消費
支出，第三次産業の総生産物と比較する。それは，無償労働の貢献と広く定義されたケア経済の規
模に対する認識を促す１５）。GDPとの比較から始めよう。無償労働の評価額は，GDPの２５．１％（都
市・農村別ジェネラリスト平均稼得による場合）から３２．２％（２通りの一律平均稼得による場合）
と推計された。無償ケア労働については，GDPの５．０～６．４％との推計値が得られた。直観的には，
無償労働評価額が GDPの２５％（ないし３２％）であるということは，もし，家庭内部門と市場部門
の両者を GDPの計算に取り入れた場合，公式 GDPは，１．２５倍（ないし，１．３２倍）になるという
ことを意味する。無償ケア労働については，その評価額は，５．０％ないし６．４％であった。
表５ 無償労働・無償ケア労働の評価額とマクロ経済指標
機会費用法 一律稼得法１ 一律稼得法２ 代替費用法１ 代替費用法２
無償労働
１０億元
９，０２８．０ ９，８９４．１ ９，８６８．６ ９，５９９．５ ７，７０５．５
１４）都市労働者と稼得と都市の家事サービス部門の出稼ぎ労働者稼得との間のきわめて大きな開きは，中国の，労
働市場の分断が広く観察されていること，出稼ぎ労働者に対する差別が存在することを示すものである。
１５）中国の GDPは，３０兆６８６０億元，最終消費支出は，１４兆９１１０億元，第三次産業の総生産物は，１２兆３０５０億元であ
る。『中国統計年鑑２００９』による。
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対 GDP比％ ２９．４ ３２．２ ３２．２ ３１．３ ２５．１
対最終消費比％ ６０．５ ６６．３ ６６．１ ６４．４ ５１．７
対第三次産業比
％
７３．４ ８０．４ ８０．２ ７８．０ ６２．６
対有償労働比％ ５１．５９ ５６．５ ５６．３ ５４．８ ４４．０
無償ケア労働
１０億元
１，７９９．５ １，９６６．６ １，９４８．９ １，８９８．７ １，５２１．９
対 GDP比％ ５．９ ６．４ ６．４ ６．２ ５．０
ノート：機会費用法は，２００８年中国 TUSで得られた情報に基づいて，各々の教育水準階級別に計算された男女別平
均稼得を用いて，無償労働および無償ケア労働の評価を行なう方法である。一律稼得法１では，２００８年中国 TUSの
情報により得られた，男女別平均稼得を用いる。一律就業稼得法２では，『中国労働統計年鑑２００９』によって，都市・
農村別に平均稼得を計算する。代替費用法１では，『中国労働統計年鑑２００９』から得られる，都市の家庭内サービス
部門の平均稼得を用いる。代替費用法２では，２００８年 CHIPから得られる家庭内サービス部門の都市・農村別平均稼
得を用いる。
比較の見地からは，中国における無償労働の対 GDP規模の推計値は，欧米先進国のそれと比べ
て低い（たとえば，米国について，３２～６２％，フランスについて，４４％，カナダについて，３１～４６％）
が，東アジアの２つの先進国，日本（２０～３１％）および韓国（１９～２９％）の数字と近い１６）。一般に，
途上国においては，方法の選択により，無償労働の評価額には，大きなばらつきが生まれる。たと
えば，インドについては，２７～６３％の推計の幅があり，南アについては，１１～３０％の幅があった（Bud-
lender２０１０）。そうした結果と比べると，本研究で得られた推計結果の一貫性は高い。
次に，無償労働評価額を最終消費支出および第三次産業規模と比較する１７）。われわれの推計では，
無償労働評価額は，最終消費支出の５１．７～６６．３％，第三次産業 GDPの６２．６～８０．４％にあたる。最
後に，無償労働評価額を有償労働評価額と比較する。有償労働評価額の計算には，次の仮定を置い
た。すなわち，１５歳～７４歳の都市部，農村部の住民がそれぞれ平均して，１日当たり４．１３時間およ
び６．３６時間を有償労働に費やし，時間当たりの稼得は，それぞれ，１３．０元および６．１元であるとし
た。その計算結果が，１７兆５１５０億元である。この推計値と比較することにより，無償労働の評価額
は，有償労働の評価額の４４～５６％であると結論される。本節で行なった比較結果から判断できるこ
とは，無償労働は，労働の全体量やそれが生み出す生産物の評価額の中で比較的大きな割合を占め，
したがって，政策形成上，無視してはいけないということである。
６．結論
本稿で，われわれは，２００８年中国 TUSのデータによって，有償労働，無償労働，非労働活動に
おける時間使用のジェンダー・パターンに関する情報を提示し，３種類の行動の相互作用を分析し，
無償労働の貨幣的評価を行ない，その一国経済への貢献の度合いを評価してきた。予想通り，男性
は，女性と比べ有償労働に多くの時間を費やし，女性は，男性と比べ有償労働に多くの時間を費や
す。有償労働時間と無償労働時間との合計時間に関しては，女性の方が男性より大幅に長い。本研
１６）米国とカナダについては，Sousa-Poza et al.（１９９９），フランスについては，Fouquet and Chadeau（１９８１），日本
と韓国については，Budlender（２０１０）による。
１７）中国の統計制度における第三次産業は，国際基準である SNAに従って，輸送，通信，卸・小売，銀行・保険，
不動産，社会サービス，医療，研究から，政府機関に至るすべてのサービス部門が含まれる。
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究で SURの方法論に基づく分析を行ない，女性が，男性と同じような強さで，有償労働と無償労
働とを代替する傾向をもつわけではなく，そのため，時間配分に有意に影響する，ほとんどすべて
の，生活上の出来事に伴う変化，経済状況の変化は，男女が非労働活動（自己管理・余暇）に費や
す時間のより大きな差となってあらわれることになる。しかしながら，女性といっても，均質なグ
ループではない。教育水準が高く，高所得家庭の出身で，高賃金の女性は，時間自主性が高い。家
事や対人ケアについてもつ女性の責任は，時間使用に関する女性の選択の幅を狭めるが，本稿の最
終節で示したように，無償労働は，一国の経済的福祉に大きく貢献する。
本研究による分析が明らかにしたことは，中国の新しい市場経済における，有償労働と無償労働
との間の緊張関係である。有償労働と無償労働とがともに一国の福祉にとって欠かせないものであ
るが，中国政府の最優先事項は，有償労働の生産性を改善し，１人当たり GDPの成長を最大化す
ることであり，家事・ケアサービスの供給は，それに応じて自動的に調整されることが当然の前提
とされてきた（Cook and Dong２０１１）。そのため，市場改革は，従来，女性の再生産役割に対して
政府や雇用主体がもっていた，支援や保護の体制を侵食し，その結果として中国の女性が抱える仕
事と家庭の板挟みの状況をいっそう悪化させることになった。このような中国の発展政策は，女性
に対して不当なものであり，長期的に見て，持続性をもつものでもない。したがって，われわれは，
再生産経済をサポートし，よりジェンダー的に公正な方法で社会的に適切な家事・ケアサービスが
供給されるように，いっそうの政策的配慮がなされることを望みたい。
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付録１ 標本の要約統計
表A１ 部門別・男女別個人属性
都市部 農村部 女性 男性
女性 ０．５１６ ０．５０２
都市部 ０．５３５ ０．５２１
既婚 ０．８３５ ０．８６３ ０．８５０ ０．８４７
児童０―６ ０．２１７ ０．２７３ ０．２４９ ０．２３８
世帯人数 ２．３６０ ２．６６６ ２．４８１ ２．５２８
年齢 ４３．１７０ ４３．８０１ ４３．０３５ ４３．９１８
教育年数 １１．７７５ ７．９３０ ９．４５５ １０．４８８
log非稼得所得 ８．１１４ ７．２０２ ７．９１９ ７．４３８
失業率 ０．０４６ ０．００６ ０．０３０ ０．０２３
非活動人口 ０．３３３ ０．１３５ ０．２９３ ０．１８４
北京 ０．１２１ ０．０７７ ０．０９９ ０．１０１
河北 ０．１２５ ０．１３２ ０．１２７ ０．１３０
黒竜江 ０．１２８ ０．０６８ ０．１００ ０．１００
江蘇 ０．０８３ ０．０９５ ０．０８６ ０．０９１
安徽 ０．０８５ ０．１６６ ０．１２５ ０．１２１
河南 ０．１５５ ０．１１２ ０．１３７ ０．１３３
広東 ０．１０７ ０．０６８ ０．０８８ ０．０８９
四川 ０．０２２ ０．０８０ ０．０５０ ０．０４８
雲南 ０．１０１ ０．０８１ ０．０９２ ０．０９２
甘粛 ０．０７２ ０．１２０ ０．０９４ ０．０９５
観察数 １９，６２１ １７，５２１ １８，９２７ １８，２１５
出所：２００８年中国 TUS。
付録２ 賃金回帰式
表A２ 男女別賃金方程式のOLS推計
女性 男性
定数項 ０．９０１＊＊＊
０．１５５
１．０９１＊＊＊
０．１１９
小学校 ０．２８３＊＊＊
０．０７２
０．１７８＊
０．０８５
中学校 ０．５３４＊＊＊
０．０９７
０．３７８＊＊＊
０．０９３
高校 ０．７３５＊＊＊
０．１０８
０．５５２＊＊＊
０．１０１
大学 １．１１６＊＊＊
０．１１１
０．９４３＊＊＊
０．１０５
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経験年数 －０．００４
０．００３
０．００７＊
０．００３
経験年数２ ０．０００＊＊＊
０．０００
－０．０００
０．０００
都市ダミー ０．６４７＊＊＊
０．０６９
０．８０３＊＊＊
０．０５８
地域ダミー 有 有
R２ ０．３０９ ０．３８５
Fテスト（係数０） １２８．２９ １４３．１４
P値 ０．０ ０．０
N １２，３０９ １４，４５６
ノート：係数の下に示した数字は，分散不均一性に対してロ
バストな標準誤差。＊＊＊，＊＊，＊は，それぞれ，有意水準１％，
５％，１０％を示す。出所：２００８年中国 TUS。
付録３ 無償労働および無償ケア労働の評価
◎機会費用法
表A３ 教育水準別平均稼得および無償ケア労働時間
男性 女性
時間当た
り稼得
（元）
無償労働
（１日当た
り時間）
無償ケア
（１日当た
り時間）
％
時間当た
り稼得
（元）
無償労働
（１日当た
り時間）
無償ケア
（１日当た
り時間）
％
教育なし ３．６４ １．３６ ０．２４ ２ ５．１２ ４．２０ ０．７６ ７
小学校 ４．９１ １．３９ ０．３１ １４ ５．５３ ４．３１ ０．７０ ２０
中学校 ６．８２ １．４２ ０．３２ ３７ ７．１５ ４．０８ ０．７４ ３２
高校 １０．２９ １．５６ ０．３４ ２７ ９．８３ ３．７４ ０．６５ ２４
大学以上 １６．４４ １．７０ ０．４７ ２１ １４．００ ３．１４ ０．７６ １７
平均 ９．４３ １．５１ ０．３５ ８．４７ ３．９０ ０．７２
出所：平均稼得，時間ともに，２００８年中国 TUS。
表A４ ２００８年中国 TUSによる男女別・階級別稼得を用いた機会費用法
男性 女性 男女計
無償労働 無償ケア 無償労働 無償ケア 無償労働 無償ケア
１日当たり時間（加重平均） １．５１ ０．３５ ３．９０ ０．７２ n.a. n.a.
年間時間 ５５１ １２８ １，４２４ ２６３ n.a. n.a.
１５―７４歳の人口（１００万） ５３４．６２ ５３４．６２ ５１８．４０ ５１８．４０ n.a. n.a.
年間合計時間（１０億） ２９４．６ ６８．４ ７３７．９ １３６．３ １，０３２．５ ２０４．７
時間当たり稼得（元） ９．４３ ９．４３ ８．４７ ８．４７ n.a. n.a.
合計評価額（１０億元） ２，７７８．０ ６４５．０ ６，２５０．０ １，１５４．５ ９，０２８．０ １，７９９．５
対 GDP% ９．０ ２．１ ２０．４ ３．８ ２９．４ ５．９
ノート：n.a.＝not applicable（適用不能）。出所：人口データは，『中国労働統計年鑑２００９』による。
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◎一律平均稼得法
表A５ 男女別・一律平均稼得を用いた評価
男性 女性 男女計
無償労働 無償ケア 無償労働 無償ケア 無償労働 無償ケア
１日当たり時間 １．５１ ０．３５ ３．９０ ０．７２ n.a. n.a.
年間時間 ５５１ １２８ １，４２４ ２６３ n.a. n.a.
１５―７４歳の人口（１００万） ５３４．６２ ５３４．６２ ５１８．４０ ５１８．４０ n.a. n.a.
年間合計時間（１０億） ２９４．６ ６８．４ ７３７．９ １３６．３ １，０３２．５ ２０４．７
時間当たり稼得（元） ９．９４ n.a. ９．４４ n.a. n.a. n.a.
合計評価額（１０億元） ２，９２８．３ ６７９．９ ６，９６５．８ １，２８６．７ ９，８９４．１ １，９６６．６
対 GDP% ９．５ ２．２ ２２．７ ４．２ ３２．２ ６．４
ノート：n.a.＝not applicable（適用不能）。平均稼得は，稼得が正，有償労働時間が正と回答したひとの実際の稼得
から計算されている。出所：中国 TUS２００８。
表A６ 都市・農村別・一律平均稼得を用いた評価
都市 農村 計
無償労働 無償ケア 無償労働 無償ケア 無償労働 無償ケア
１日当たり時間 ２．９３ ０．５８ ２．５０ ０．４９ n.a. n.a.
年間時間 １０６９ ２１２ ９１３ １７９ n.a. n.a.
１５―７４歳の人口（１００万） ４８１．０４ n.a. ５７１．９８ n.a. １０５３．０２ n.a.
年間合計時間（１０億） ５１４．２ １０２．０ ７３７．９ １３６．３ １，０３２．５ ２０４．７
時間当たり稼得（元） １３．０ n.a. ６．１ n.a. n.a. n.a.
合計評価額（１０億元） ６，６８４．６ １３２６．０ ６，９６５．８ １，２８６．７ ９，８９４．１ １，９６６．６
対 GDP% ９．５ ２．２ ２２．７ ４．２ ３２．２ ６．４
ノート：n.a.＝not applicable（適用不能）。都市の時間当たり平均稼得は，全都市被用者の年間平均稼得（２８兆８９８０
億元）を４４．５時間×５０週でわったもの。農村の時間当たり平均稼得は，農業，林業，畜産業，漁業の全被用者の年
間稼得（１２兆５６００億元）を４１時間×５０週でわったものである。年間稼得と週労働時間のデータは，『中国労働統計年
鑑２００９』による。
◎代替費用法
表A７ 都市家庭内サービス部門の平均稼得を用いた評価
無償労働 無償ケア
１日当たり労働時間 ２．７３ ０．５４
年間労働時間 ９９６．５ １９７．１
人口１５―７４（１００万人） １，０３２．５ n.a.
時間当たり稼得（元） ９．３３ n.a.
年間金額（１０億元） ９，５９９．５ １，８９８．７
対 GDP% ３１．３ ６．２
ノート：n.a.＝not applicable（適用不能）。時間当たり平均稼得
は，都市の家庭内サービス部門労働者の平均年間稼得（２２，８５８
元）を４９．０時間×５０週でわることによって得られる。年間稼得，
週当たり労働時間は，『中国労働統計年鑑２００９』による。
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表A８ 都市・農村別家庭内サービス部門平均稼得を用いた評価
都市 農村 都市・農村計
無償労働 無償ケア 無償労働 無償ケア 無償労働 無償ケア
１日当たり時間 ２．９３ ０．５８ ２．５０ ０．４９ n.a. n.a.
年間時間 １０６９ ２１２ ９１３ １７９ n.a. n.a.
１５―７４歳の人口（１００万） ４８１．０４ n.a. ５７１．９８ n.a. n.a. n.a.
年間合計時間（１０億） ５１４．２ １０２．０ ７３７．９ １３６．３ １，０３２．５ ２０４．７
時間当たり稼得（元） ９．３ n.a. ５．６ n.a. n.a. n.a.
合計評価額（１０億元） ４７８０．６ ９４３．６ ２，９２４．９ ５７８．３ ７，７０５．５ １，５２１．９
対 GDP% １５．６ ３．１ ９．５ １．９ ２５．１ ５．０
ノート：n.a.＝not applicable（適用不能）。都市の時間当たり平均稼得は，商業，家庭内サービス部門の都市労働者
の平均月間稼得（１，７８５元）を４８．４時間×４週でわったもの。農村の時間当たり平均稼得は，同一部門の出稼ぎ労働
者の平均月間稼得（１，４４０元）を６６時間×４週でわったものである。月間稼得と週労働時間のデータは，２００８CHIP
による。
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訳 注
i ）原文は，“good”（財）であるが，無償労働で財を生産することは，原理的に不可能なので，「サービス」とした。
ii）「就業者である個人」は，“individuals who are employed”の訳，「非就業者である個人」は，“non-employed indi-
viduals”の訳である。「就業」（employment）は，被雇用者（employees）であることとともに，自営業者（self-employed）
であることを含む概念である。後者の場合，対応する，現実の賃金率は存在しない。しかし，論文中で後述され
るように，実際には，時間当たり稼得（各収入階級の中点÷有償労働時間）を用いて無償労働の貨幣所得推計額
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が計算される。その場合，混合所得が入り込んでいる可能性があることに注意する。
iii）潜在経歴年数とは，年齢マイナス６マイナス教育年数のこと。著者に確認ずみ。
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